美浜町中小企業退職金共済制度掛金補助金交付要綱
（趣　旨）
第１条　この要綱は、美浜町に事業所を有する中小企業の育成及び雇用する従業員の福祉の増進を図るため、中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号。以下「法」という。）に定める掛金の一部を補助するため、必要な事項を定めるものとする。
　（適用範囲）
第２条　この要綱は、次の各号に該当する事業主について適用する。

（１）町内に事業所施設、設備を有し、現に申請時の１年前から操業しているもの。

（２）常時雇用する従業員の数が、法第２条第１項に規定する数を超えないもの。

（３）町税の納税義務者で、納期の到来した税額を完納しているもの。
　（補助の範囲）
第３条　町長は、新規、あるいは追加して退職金共済制度に加入した従業員を有する事業主に対し、退職金共済契約が効果を生じた日の属する月から１２ヵ月、

　その掛金の一部を補助する。
　（補助基準）
第４条　町長は、退職金共済契約による従業員１人１ヵ月掛金に対し、１００分の２０　を乗じて得た額を補助する。ただし、被共済者にかかる補助は、１回限りとする。
　（補助金の交付申請）

第５条　掛金の補助を受けようとする事業主は、補助金交付申請書（様式第１号）　に次の書類を添付して、別表により規定する時期までに町長に提出しなければな

　らない。

（１）美浜町中小企業退職金共済制度個人・月別掛金内訳表

（２）退職金共済手帳の写し

（補助金の交付決定）

第６条　町長は、前条に規定する申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し　適当と認めたときは、補助金交付決定通知書（様式第２号）により事業主に通知

　する。

（補助金の交付請求）

第７条　前条の規定により、交付決定通知を受けた事業主は、補助金交付請求書

（様式第３号）に補助金交付決定通知書（様式第２号）の写しを添付して町長に

　提出しなければならない。

（補助金の交付取消し及び返還）

第８条　町長は、偽りその他不正な手段により補助金の交付の決定又は補助金の

　交付を受けたと認められるときは、当該補助金の交付の決定又は補助金の交付

　を受けた者に対し、当該交付の決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若

　しくは一部の返還を命ずることができる。
　　　　附　則

　この要綱は、昭和４７年１２月１日から施行する。
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